
2030年代に向けた企業と東京の
成長に関する調査結果について

【参考】

2022年2月24日
東京の将来を考える懇談会
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期 間

調査概要

２０２２年１月１２日～２１日

回答状況について

東京２３区内の企業９７０５社

（WEB：４６５６件、FAX：５０４９件）

１．コロナ禍を乗り越えるための取り組み

２．コロナ禍への対応と企業の成長における経営理念・

行動指針との関係性

３．２０３０年代に向けた企業の成長に関する意向

４．立地する地域、東京都、東商への期待

方 法

WEB、FAX

１５２３社（回答率１５．７％）

（WEB：１３８４件、FAX：１３９件）

＜業種構成＞

製造業 ：３８８社（２５．５％）

建設業 ：１９８社（１３．０％）

卸売業 ：２５４社（１６．７％）

小売業 ： ７９社（５．２％）

サービス業：６０４社（３９．７％）

＜従業員規模構成＞

２０人以下 ：６２６社（４１．１％）

２１人以上５０人以下 ：３３６社（２２．１％）

５１人以上１００人以下 ：２０８社（１３．７％）

１０１人以上３００人以下 ：１９２社（１２．６％）

３０１人以上１０００人以下：９４社（６．２％）

１００１人以上 ：６７社（４．４％）

対 象

項 目

２０３０年代に向けた企業の成長を軸に、コロナ禍における

企業の取り組み・行動と経営理念・行動指針との関係、企業

の成長に関する意向、首都・東京への期待などから企業の成

長の実態を把握・分析するために実施した。

目 的
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69.3 

59.6 

59.9 

60.2 

16.1 

25.2 

22.9 

22.4 

8.1 

9.0 

9.9 

12.4 

6.4 

6.3 

7.3 

5.0 

1～20名

21～100名

101～300名

301名以上

【問1】コロナ禍による経営への影響（従業員数別）

影響が継続 長期化すると影響が出る 影響が出たがすでに収束 影響がない

１－１ コロナ禍による経営への影響

影響が継続

63.7%

長期化すると

影響が出る

20.9%

影響が出たが

すでに収束

9.1%

影響がない

6.3%

【問1】コロナ禍による企業への影響

（％）

（％）

n=1,523

n=1,523

n=1,523

n=626

n=544

n=192

n=161

n=388

n=198

n=254

n=79

n=604

66.2 

48.0 

66.1 

77.2 

64.4 

20.1 

34.3 

21.3 

11.4 

18.0 

9.5 

8.6 

8.3 

8.9 

9.4 

4.1 

9.1 

4.3 

2.5 

8.1 

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

【問1】コロナ禍による経営への影響（業種別）

影響が継続 長期化すると影響が出る 影響が出たがすでに収束 影響がない

 コロナ禍による経営への影響は、「影響が継続」が

６３．７％と最も高く、「長期化すると影響が出る」の

２０．９％とあわせると８４．６％となった。

 業種別にみると小売業が「影響が継続している」が

７７．２％と全業種で最も高くなった。建設業では、「影

響が継続している」は４８．０％となり、「長期化すると

影響が出る」が全業種の中で３４．４％と最も高くなった。

 規模別では、２０名以下が「影響が継続」が６９．３％と

全従業員区分で最も高くなった。
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１－２ （１）コロナ禍に企業が注力した取り組み

60.3 

51.5 

44.3 

37.9 

35.1 

32.0 

販路開拓の強化

業務効率化

既存業務の継続

設備投資

人材育成・採用

新分野展開、

業種転換

【問2-1】製造業

67.7 

54.3 

46.9 

36.6 

32.7 

23.6 

販路開拓の強化

既存業務の継続

業務効率化

新分野展開、

業種転換

人材育成・採用

設備投資

【問2-1】卸売業

50.6 

40.6 

38.3 

34.3 

22.0 

19.3 

販路開拓の強化

業務効率化

既存業務の継続

新分野展開、

業種転換

設備投資

人材育成・採用

【問2-1】1～20名

70.8 

53.4 

51.6 

44.7 

41.6 

35.4 

既存業務の継続

業務効率化

販路開拓の強化

人材育成・採用

設備投資

新分野展開、

業種転換

【問2-1】301名以上

（％） （％） （％） （％）

53.4

48.1

45.8

35.1

30.7

28.5

販路開拓の強化

既存業務の継続

業務効率化

人材育成・採用

新分野展開、

業種転換

設備投資

【問2-1】コロナ禍に企業が注力した取り組み

（％） n=1,523

（複数回答・上位6項目）

n=388
（複数回答・上位6項目）

n=254
（複数回答・上位6項目）

n=626

（複数回答・
上位6項目）

n=254

（複数回答・
上位6項目）

 コロナ禍を乗り切るために企業が注力した取り組みでは、

「販路開拓の強化」が５３．４％と最も高く、次いで「既

存業務の継続」が４８．１％、「業務効率化」が

４５．８％となった。

 業種別にみると製造業で「設備投資」が３７．９％と全業

種で最も高く、卸売業では「新分野展開・業種転換」が

３６．６％と全業種で最も高くなった。

 規模別では、３０１名以上で「既存業務の継続」が

７０．８％と従業員区分で最も高く、次いで「業務効率

化」が５３．４％、「販路開拓の強化」が５１．６％と

なった。
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１－２ （２）コロナ禍に企業が活用した国・東京都の支援策

24.2 

15.9 

10.6 

9.2 

8.9 

7.3 

既存業務の継続

設備投資

販路開拓の強化

業務効率化

新分野展開、

業種転換

人材育成・採用

【問2-2】コロナ禍に活用した国・東京都の支援策

23.2 

22.9 

12.4 

9.8 

9.3 

設備投資

既存業務の継続

販路開拓の強化

新分野展開、

事業転換

業務効率化

【問2-2】製造業

19.0 

17.7 

15.2 

15.2 

10.1 

既存業務の継続

設備投資

販路開拓の強化

業務効率化

新分野展開、

事業転換

【問2-2】小売業

23.6 

13.9 

13.3 

11.7 

9.6 

既存業務の継続

販路開拓の強化

設備投資

新分野展開、

業種転換

業務効率化

【問2-2】1～20名

26.0 

25.0 

9.4 

9.4 

8.3 

既存業務の継続

設備投資

新分野展開、

業種転換

販路開拓の強化

人材育成・

採用

【問2-2】101～300名

（％）
（％）（％）（％）

（％）
n=1,523

（複数回答・上位6項目）

n=388
（複数回答・上位5項目）

n=79
（複数回答・上位5項目）

n=626
（複数回答・上位5項目）

n=626
（複数回答・上位6項目）

 コロナ禍に活用した国・東京都の支援策では、「既存業務

の継続」が２４．２％と最も高く、次いで「設備投資」が

１５．９％、「販路開拓の強化」が１０．６％となった。

 業種別にみると製造業で「設備投資」が２３．２％と全業

種で最も高く、小売業では「既存業務の継続」が

１９．０％となった。

 規模別では、１０１－３００名で「既存業務の継続」が２

６ ． ０ ％ と 最 も 高 く 、 次 い で 「 設 備 投 資 」 が

２５．０％となった。
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１－３ コロナ禍を乗り込めるために企業が重視した行動

75.3 

59.0 

48.7 

46.9 

42.8 

変化への対応

状況変化の察知

社内外との連携

スピード感

課題の把握

【問3】製造業

75.9 

55.7 

46.8 

44.3 

32.9 

変化への対応

状況変化の察知

課題の把握

仕事の効率化

スピード感

【問3】小売業

70.8 

58.3 

40.6 

37.5 

34.0 

変化への対応

状況変化の察知

課題の把握

社内外との連携

スピード感

【問3】1～20名

83.9 

65.2 

59.0 

59.0 

44.1 

変化への対応

状況変化の察知

スピード感

社内外との連携

課題の把握

【問3】301名以上

74.7

58.2

44.6

42.9

39.3

32.8

20.1

変化への対応

状況変化の察知

社内外との連携

課題の把握

スピード感

仕事の効率化

挑戦する風土

【問3】コロナ禍で企業が重視した行動

（％）（％）（％）（％）

（％）

n=1,523
（複数回答・上位7項目）

n=388
（複数回答・上位5項目）

n=79
（複数回答・上位5項目）

n=626
（複数回答・上位5項目）

n=161
（複数回答・上位5項目）

 コロナ禍において企業が重視した行動では、「変化への対

応」が７４．７％、次いで「状況変化の察知」が

５８．２％、「社内外との連携」が４４．６％となった。

 業種別にみると製造業で「スピード感」が４６．９と全業

種で最も高く、小売業では「課題の把握」が４６．８％と

全業種で最も高くなった。

 規模別では、３０１名以上で「変化への対応」が

８３．９％、「スピード感」が５９．０％といずれも全て

の従業員区分の中で最も高くなった。
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１－４ 経営理念の明文化状況について

コロナ禍前から

明文化

67.4%

コロナ禍以降に

明文化

5.1%

明文化していない

27.5%

【問4】経営理念や行動指針の明文化の状況

50.8 

73.0 

84.4 

93.2 

5.9 

5.1 

4.7 

1.9 

43.3 

21.9 

10.9 

5.0 

1～20名

21～100名

101～300名

301名以上

【問4】経営理念・行動指針の明文化（従業員数別）

コロナ禍前から明文化している コロナ禍以降に明文化した 明文化していない

74.0 

61.6 

69.3 

67.1 

64.4 

7.0 

6.1 

3.1 

2.5 

4.6 

19.1 

32.3 

27.6 

30.4 

31.0 

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

【問4】業種別

コロナ禍前から明文化している コロナ禍以降に明文化した 明文化していない

（％）

（％）

n=1,523

n=1,523

n=1,523

n=626

n=544

n=192

n=161

n=388

n=198

n=254

n=79

n=604

 経営理念や行動指針の明文化では、「コロナ前から明文

化」が６７．４％、「コロナ禍以降に明文化」の

５．１％とあわせると７２．５％となった。

 業種別にみると製造業で「コロナ禍前から明文化」が

７４．０％と全業種で最も高くなった。従業員数別では、

２０名以下が５０．８％となった一方、規模が大きくなる

と明文化の割合が増え、３０１名以上で９３．２％となっ

た。
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１－５ コロナ禍に経営理念が果たした役割

24.2 

26.4 

17.9 

22.3 

23.6 

25.4 

55.1 

55.7 

59.7 

57.6 

56.4 

51.8 

10.9 

8.9 

11.9 

11.4 

10.9 

11.8 

1.2 

1.0 

0.7 

1.1 

1.7 

8.7 

8.0 

9.7 

7.6 

9.1 

9.4 

全業種

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

【問6】コロナ禍に経営理念が果たした役割（業種別）

重要な役割を果たした ある程度役割を果たした あまり役割を果たさなかった

全く役割を果たさなかった わからない

（％）

（％）

24.2 

25.9 

17.6 

24.0 

38.6 

55.1 

51.5 

58.8 

62.0 

45.1 

10.9 

12.7 

12.5 

6.4 

7.2 

1.2 

0.6 

2.4 

8.7 

9.3 

8.7 

7.0 

9.2 

全ての規模

1～20名

21～100名

101～300名

301名以上

【問6】コロナ禍に経営理念が果たした役割（従業員数別）

重要な役割を果たした ある程度役割を果たした あまり役割を果たさなかった

全く役割を果たさなかった わからない

n=1,523

n=1,523

n=314

n=134

n=184

n=55

n=417

n=1,104

n=355

n=425

n=171

n=153

n=1,104

 コロナ禍において経営理念や行動指針が果たした役割では、

「ある程度役割を果たした」が５５．１％と最も高く、

「重要な役割を果たした」の２４．２％とあわせると

７９．３％となった。

 業種別では建設業で「ある程度役割を果たした」が

５９．７％と最も高くなった。製造業では、「重要な役割

を果たした」が２６．４％、「ある程度役割を果たした」

が５５．７％で、あわせる８２．１％と全業種で最も高く

なった。

 従業員数別にみると１０１－３００名で「ある程度役割を

果たした」が６２．０％と最も高く、「重要な役割を果た

した」の２４．０％とあわせると８６．０％と全業種で最

も高くなった。「重要な役割を果たした」は、３０１名

以上の３８．６％が最も高く、次いで２０人以下の

２５．９％となった。
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31.7 

44.2 

25.8 

コロナ禍前から

明文化している

コロナ禍以降に

明文化した

明文化していない

経営理念の明文化×新分野展開

１－６ （１） 経営理念・行動指針の明文化が企業の取り組みに与える影響

56.1

62.3

45.3

コロナ禍前から

明文化

コロナ禍以降に

明文化

明文化

していない

経営理念の明文化×

販路開拓の強化

31.8 

31.2 

19.8 

コロナ禍前から

明文化

コロナ禍以降に

明文化

明文化

していない

経営理念の明文化×

設備投資

20.2 

11.7 

9.5 

コロナ禍前から

明文化

コロナ禍以降に

明文化

明文化

していない

経営理念の明文化×

研究開発の強化

52.3

50.6

37.5

コロナ禍前から

明文化

コロナ禍以降に

明文化

明文化

していない

経営理念の明文化×

既存業務の継続

（％）（％）（％）（％）

（％）

18.4

17.0

12.0 10.7 14.8

n=1,027

n=77

n=419

n=1,027

n=77

n=419

n=1,027

n=77

n=419

n=1,027

n=77

n=419

n=1,027

n=77

n=419

 経営理念や行動指針の明文化とコロナ禍における企業が注

力した取り組みを「コロナ禍以降に明文化」と「明文化し

ていない」を比較すると新分野展開では１８．４ポイント、

販路開拓の強化で１７．０ポイントと「明文化している」

が上回った。 「コロナ前から明文化」と「明文化していな

い」を比較すると、人材育成・採用で１５．１ポイント、

設備投資で１２．０ポイント、研究開発の強化で１０．７

ポイントと「明文化」しているが上回った。

 未来の成長のための投資である「新分野展開」、「人材育

成・採用」、「設備投資」、「研究開発」の分野で１０ポ

イント以上、上回る結果となった。

39.7 

31.2 

24.6 

コロナ禍前から

明文化

コロナ禍以降に

明文化

明文化

していない

経営理念の明文化×

人材育成・採用

（％）

15.1
n=1,027

n=77

n=419

明文化

明文化
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24.5 

29.9 

7.4 

コロナ禍前から

明文化している

コロナ禍以降に

明文化した

明文化していない

経営理念の明文化×挑戦する組織風土の醸成

78.6 

81.8 

63.7 

コロナ禍前から

明文化している

コロナ禍以降に

明文化した

明文化

していない

経営理念の明文化×

変化への対応

42.6 

46.8 

29.8 

コロナ禍前から

明文化している

コロナ禍以降に

明文化した

明文化

していない

経営理念の明文化×

スピード感

22.8 

24.7 

9.5 

コロナ禍前から

明文化している

コロナ禍以降に

明文化した

明文化

していない

経営理念の明文化×

規律の遵守

48.6 

50.6 

33.7 

コロナ禍前から

明文化している

コロナ禍以降に

明文化した

明文化

していない

経営理念の明文化×

社内外との連携

（％）

（％）（％）（％）（％）

15.2

22.5

16.917.018.1

n=1,027

n=77

n=419

n=1,027

n=77

n=419

 経営理念や行動指針の明文化とコロナ禍における企業が重

視した行動では、「コロナ禍以降に明文化」と「明文化し

ていない」を比較すると、「挑戦する組織風土の醸成」で

２２．５ポイント、「変化への対応」で１８．１ポイント、

「スピード感」で１７．０ポイント、社内外との連携で

１６．９ポイント、「規律の遵守」で１５．２ポイント、

「コロナ禍以降に明文化」が上回った。

 明文化が、コロナ禍を乗り切る「挑戦」、「変化への対

応」、「スピード」の面で１５ポイント以上、上回る結果

となった。

１－６（２）経営理念・行動指針の明文化が企業の行動に与える影響

明文化

明文化

明文化

明文化

明文化

明文化

明文化

明文化

明文化

明文化
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１－７ 経営理念に含まれる項目

36.0 

37.9 

54.5 

60.9 

62.3 

84.1 

挑戦する風土

豊かさの追求

信頼、信用

地域貢献

従業員満足度

顧客満足度

【問5】経営理念に含まれる要素

85.4 

63.4 

60.2 

53.8 

46.5 

顧客満足度

従業員満足度

地域貢献

信頼、信用

挑戦する風土

【問5】製造業

89.1 

61.8 

58.2 

49.1 

43.6 

顧客満足度

地域貢献

従業員満足度

信頼、信用

豊かさの追求

【問5】小売業

79.2 

54.1 

53.0 

49.6 

33.2 

顧客満足度

地域貢献

信頼、信用

従業員満足度

豊かさの追求

【問5】1～20名

84.8 

64.3 

62.6 

51.5 

47.4 

顧客満足度

従業員満足度

地域貢献

信頼、信用

挑戦する風土

【問5】101～300名

（％）

（％）（％）（％）（％）

n=1,104
（複数回答・上位5項目）

n=314
（複数回答・上位5項目）

n=55
（複数回答・上位5項目）

n=355
（複数回答・上位5項目）

n=171
（複数回答・上位5項目）

 経営理念に含まれる要素では、「顧客満足度」が

８４．１％と最も高く、次いで「従業員満足度」が

６２．３％、「地域貢献」が６０．９％、「信頼、信用」

が５４．５％となった。

 業種別では、製造業で「挑戦する風土」が４６．５％と全

業種で最も高くなった。小売業では、「地域貢献」が

６１．８％となった。従業員数別では、２０名以下で「地

域貢献」が５４．１％となり、１０１－３００名では、

「顧客満足度」が８４．８％と最も高く、次いで「従業員

満足度」が６４．３％となった。
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１－８ 行動指針に含まれる要素

20.9 

21.4 

27.2 

30.2 

32.6 

34.1 

公平な対応

仕事を楽しむ

主体的な行動

規律の遵守

変化への対応

協調

【問5】行動指針に含まれる要素

36.0 

33.8 

30.9 

28.3 

24.5 

21.3 

協調

変化への対応

規律の遵守

主体的な行動

仕事を楽しむ

公平な対応

【問5-2】製造業

40.0 

32.7 

25.5 

20.0 

20.0 

18.2 

変化への対応

協調

主体的な行動

規律の遵守

仕事を楽しむ

公平な対応

【問5-2】小売業

31.8 

28.2 

22.3 

20.8 

20.6 

17.5 

変化への対応

協調

主体的な行動

公平な対応

仕事を楽しむ

規律の遵守

【問5-2】1～20名

42.1 

37.4 

35.1 

28.7 

21.6 

19.3 

規律の遵守

協調

変化への対応

主体的な行動

仕事を楽しむ

公平な対応

【問5-2】101～300名

（％） （％） （％）（％）

（％）
n=1,104

（複数回答・上位6項目）

n=314
（複数回答・上位6項目）

n=55
（複数回答・上位6項目）

n=355
（複数回答・上位6項目）

n=171
（複数回答・上位6項目）

 行動指針に含まれる要素では、「協調」が３４．１％と最

も高く、次いで「変化への対応」が３２．６％、「規律の

順守」が３０．２％、「主体的な行動」が２７．２％と

なった。

 業種別では、小売業で「変化への対応」が４０．０％と全

業種で最も高く、次いで「協調」が３２．７％、「主体的

な行動」が２５．５％となった。従業員規模別では、

２０名以下で「変化への対応」が３１．８％と最も高く

なった。１０１－３００名では、「規律の遵守」が

４２．１％と最も高く、「協調」が３７．４％となった。
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２－１ 企業が2030年代に目指す姿（類型）

20.0

38.9 

5.1 

25.6 

15.2 

10.9 

25.0

29.9 

16.2 

44.5 

20.3 

17.2 

19.0

14.7 

15.7 

12.2 

19.0 

25.7 

25.7

11.1 

52.0 

13.8 

39.2 

29.6 

10.4

5.4 

11.1 

3.9 

6.3 

16.6 

全業種

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

【問7】2030年代に目指す類型（業種別）

グローバル型 サプライチェーン型 地域資源型 生活インフラ関連型 その他

（％）

n=1,523

（％）

n=1,523

20.0 

14.9 

18.0 

30.2 

34.2 

25.0 

21.6 

31.1 

23.4 

19.9 

19.0 

24.1 

16.0 

16.1 

12.4 

25.7 

26.5 

25.9 

21.9 

26.1 

10.4 

12.9 

9.0 

8.3 

7.5 

全ての規模

1～20名

21～100名

101～300名

301名以上

【問7】2030年代に目指す類型（従業員数別）

グローバル型 サプライチェーン型 地域資源型 生活インフラ関連型 その他

 ２０３０年代に向けた企業が目指す姿では、 「生活インフ

ラ型」 が２５．７％と最も高く、次いで「サプライチェー

ン型」が２５．０％、 「グローバル型」が２０．０％、

「地域資源型」が１９．０％となった。

 業種別では、製造業で「グローバル型」が３８．９％、次

いで「サプライチェーン型」が２９．９％で、あわせて

６８．８％となった。建設業は「生活インフラ関連型」が

５２．０％、卸売業で「サプライチェーン型」が

４４．５％、「グローバル型」が２５．６％、小売業では

「生活インフラ関連型」が３９．２％、「サプライチェー

ン型」が２０．３％、サービス業では「生活インフラ関連

型」が２９．６％、「地域資源型」が２５．７％となった。

 従業員数別では、２０名以下で「生活インフラ関連型」が

２６．５％、次いで「地域資源型」が２４．１％で、あわ

せると５０．６％となった。 ２１－１００名では、「サプ

ライチェーン型」が３１．１％、「生活インフラ関連型」

が２５．９％で、あわせると５７．０％、１０１－３００

名では、「グローバル型」が３０．２％、「サプライ

チェーン型」が２３．４％で、あわせると５３．６％、

３０１名以上で「グローバル型」が３４．２％、「生活イ

ンフラ関連型」が２６．１％で、あわせると６０．３％と

なった。
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２－２ （１）企業が考える成長の要素（類型別）

76.5

73.5

66.1

63.4

40.7

36.9

34.8

33.9

売上増加

顧客満足度向上

付加価値向上

従業員満足度向上

財務体質改善

イノベーション

取引先数増加

認知度向上

【問8】企業が考える”成長”の要素 n=1,523（複数回答・上位8項目）

（％）

81.9 

74.0 

74.0 

60.9 

59.2 

46.4 

売上増加

付加価値向上

顧客満足度向上

従業員満足度向上

イノベーション

財務体質改善

【問8】グローバル型 n=304（複数回答・上位6項目）
（％）

74.7 

74.0 

70.6 

59.2 

42.9 

35.6 

売上増加

顧客満足度向上

付加価値向上

従業員満足度向上

財務体質改善

取引先数増加

【問8】地域資源型 n=289（複数回答・上位6項目） （％）

80.1 

77.2 

69.0 

67.5 

42.5 

38.6 

売上増加

顧客満足度向上

付加価値向上

従業員満足度向上

財務体質改善

取引先数増加

【問8】サプライチェーン型 n=381（複数回答・上位6項目）
（％）

73.4 

73.1 

67.3 

59.1 

38.9 

35.5 

売上増加

顧客満足度向上

従業員満足度向上

付加価値向上

財務体質改善

認知度向上

【問8】生活インフラ関連型 n=391（複数回答・上位6項目）
（％）

 企業が考える成長の要素では、「売上増加」が７６．５％

と最も高く、次いで「顧客満足度向上」が７３．５％、

「付加価値向上」が６６．１％、「従業員満足度向上」が

６３．４％ 、「財務体質改善」が４０．７％、「イノベー

ション」が３６．９％となった。「顧客満足度」、「従業

員満足度」、「イノベーション」と非財務指標も上位に挙

げられている。

 類型別では、グローバル型で「イノベーション」が

５９．２％と全類型で最も高く、サプライチェーン型で

「従業員満足度」が６７．５％と全類型で最も高かった。
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２－２ （２）企業が考える成長の要素（従業員数別）

76.5

73.5

66.1

63.4

40.7

36.9

34.8

33.9

売上増加

顧客満足度向上

付加価値向上

従業員満足度向上

財務体質改善

イノベーション

取引先数増加

認知度向上

【問8】企業が考える”成長”の要素 n=1,523（複数回答・上位8項目）

（％）

72.4 

66.5 

61.5 

50.0 

38.8 

売上増加

顧客満足度向上

付加価値向上

従業員満足度向上

財務体質改善

【問8】1～20名 n=626（複数回答・上位5項目）

（％）

79.4 

75.6 

72.2 

65.8 

38.6 

売上増加

顧客満足度向上

従業員満足度向上

付加価値向上

財務体質改善

【問8】21～100名 n=544（複数回答・上位5項目）

（％）

80.7 

77.1 

73.4 

70.3 

46.9 

顧客満足度向上

売上増加

付加価値向上

従業員満足度向上

財務体質改善

【問8】101～300名 n=192（複数回答・上位5項目）

（％）

85.1 

82.0 

77.0 

76.4 

59.6 

顧客満足度向上

売上増加

従業員満足度向上

付加価値向上

イノベーション

【問8】30１名以上 n=161（複数回答・上位5項目）

（％）

 企業が考える成長の要素を従業員数別でみると、「売上増

加」が２０名以下で７２．４％、２１－１００名で

７９．４％と最も高くなる一方、「顧客満足度向上」が

１０１－３００名で８０．７％、３０１名以上で

８５．１％と最も高くなった。３０１名以上で「従業員満

足度向上」が７７．０％、イノベーションが５９．６％と

いずれも全従業員区分別で最も高くなった。
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72.2 

65.9 

49.9 

43.6 

36.7 

人材育成・採用

販路開拓

新分野進出

業務効率化

設備投資

【問9】サプライチェーン型

２－３（１）企業が成長に向けて注力していく取り組み（類型別）

69.7

57.9

50.2

39.9

35.1

30.9

18.6

11.7

人材育成・採用

販路開拓強化

新分野進出

業務効率化

設備投資

研究開発

環境負荷の軽減

サプライチェーン強化

【問9】成長するために注力していく取り組み n=1,523（複数回答・上位8項目）

（％）

71.1 

69.7 

68.1 

51.0 

45.4 

新分野進出

人材育成・採用

販路開拓

研究開発

設備投資

【問9】グローバル型 n=304（複数回答・上位5項目）
（％）

n=381（複数回答・上位5項目）
（％）

65.7 

56.4 

54.0 

40.8 

29.8 

人材育成・採用

販路開拓

新分野進出

業務効率化

設備投資

【問9】地域資源型 n=289（複数回答・上位5項目）

（％）

73.7 

48.6 

40.4 

38.9 

34.5 

人材育成・採用

販路開拓

業務効率化

新分野進出

設備投資

【問9】生活インフラ関連型 n=391（複数回答・上位5項目）

（％）

 成長に向けて注力していく取り組みでは、「人材育成・採

用」が６９．７％と最も高く、次いで「販路開拓」が

５７．９％、「新分野進出」が５０．２％となった。

 類型別では、グローバル型で「新分野進出」が７１．１％、

「研究開発」が５１．０％、「設備投資」が４５．４％と全

類型で最も高く、生活インフラ関連型では「人材育成・採

用」が７３．７％、サプライチェーン型で「業務効率化」が

４３．６％と全類型で最も高かった。地域資源型では「新分

野進出」が５４．０％とグローバル型に次いで高かった。

販路開拓
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69.7

57.9

50.2

39.9

35.1

30.9

18.6

11.7

人材育成・採用

販路開拓強化

新分野進出

業務効率化

設備投資

研究開発

環境負荷の軽減

サプライチェーン強化

【問9】成長のために注力していく取り組み
n=1523

（複数回答・上位8項目）

（％）

58.6 

52.1 

46.5 

32.9 

25.2 

22.8 

販路開拓

人材育成・採用

新分野進

務効率化

設備投資

研究開発

【問9】1～20名 n=626（複数回答・上位6項目）
（％）

78.7 

57.5 

50.2 

39.0 

35.3 

30.9 

人材育成・採用

販路開拓

新分野進出

業務効率化

設備投資

研究開発

【問9】21～100名 n=544（複数回答・上位6項目）
（％）

82.8 

61.5 

52.6 

50.5 

50.0 

43.2 

人材育成・採用

販路開拓

新分野進出

業務効率化

設備投資

研究開発

【問9】101～300名 n=192（複数回答・上位6項目）
（％）

91.9 

62.1 

57.1 

55.3 

52.2 

47.2 

人材育成・採用

新分野進出

業務効率化

設備投資

販路開拓

研究開発

【問9】301名以上 n=192（複数回答・上位6項目） （％）

２－３（２）企業が成長に向けて注力していく取り組み（従業員数別）

 従 業 員数 別で は 、２ ０ 名以 下で 「販路 開 拓 」 が

５８．６％と最も高く、２１名以上の区分では「人材育

成・採用」が最も高くなり、規模が大きくなると割合も高

くなり、３０１名以上では９１．９％となる。

 「新分野進出」は２０名以下で４６．５％、２１－１００

名で５０．２％、１０１－３００名で５２．６％、

３０１名以上で６２．１％となった。

販路開拓
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２－４ 2030年代に向けた企業の成長に関する意向

18.4 

31.3 

14.4 

15.6 

16.1 

13.9 

71.0 

66.8 

75.9 

73.4 

69.8 

65.8 

8.0 

1.3 

7.9 

9.0 

10.5 

13.3 

1.7 

0.3 

0.8 

1.7 

3.1 

3.2 

0.9 

0.3 

1.0 

0.3 

0.5 

3.8 

全ての類型

グローバル型

サプライチェーン型

地域資源型

生活インフラ関連型

その他

【問10】2030年代に向けた成長に関する意向（類型別）

早期に高い成長を実現したい 時間をかけて安定的な成長を実現したい

成長にこだわらず現状を維持したい 衰退期にあり現状維持は困難

その他

18.4 

20.1 

14.9 

17.7 

24.2 

71.0 

62.9 

76.7 

78.1 

74.5 

8.0 

12.9 

6.6 

2.1 

0.6 

1.7 

2.7 

0.9 

1.6 

0.6 

0.9 

1.3 

0.9 

0.5 

すべての規模

1～20名

21～100名

101～300名

301名以上

【問10】2030年代に向けた成長に関する意向（従業員数別）

早期に高い成長を実現したい 時間をかけて安定的な成長を実現したい

成長にこだわらず現状を維持したい 衰退期にあり現状維持は困難

その他

（％）

（％）

n=1,360

n=626

n=544

n=192

n=161

n=1,523

n=304

n=381

n=289

n=391

 ２０３０年代に向けた企業の成長に関する意向では、「時

間をかけて安定的な成長を実現したい」が７１．０％と最

も高く、次いで「早期に高い成長を実現したい」が

１８．４％、「成長にこだわらず現状を維持したい」が

８．０％となった。

 類型別ではグローバル型が「早期に高い成長を実現した

い」が３１．３％、サプライチェーン型で「時間をかけて

安定的な成長を実現したい」が７５．９％、生活インフラ

関連型で「成長にこだわらず現状を維持したい」が

１０．５％となった。

 従業員数別では、３０１名以上で「早期に高い成長を実現

したい」が２４．２％と全区分で最も高く、次いで２０名

以下が２０．１％となった。「時間をかけて安定的な成長

を実現したい」が２０名以下で６２．９％、２１－１００

名で７６．７％、１０１－３００名で最も高い７８．１％

と規模が大きくなると割合が高くなり、３０１名以上では

７４．５％となった。「成長にこだわらず現状を維持した

い」は２０名以下が１２．９％と最も高い。
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２－５ ２０３０年代を見据えた企業規模に関する意向

6.3 

3.5 

7.7 

11.6 

47.7 

43.3 

51.7 

51.1 

42.1 

48.6 

37.9 

32.6 

3.9 

4.6 

2.8 

4.7 

全ての規模

1～2 0名

21～100名

1 0 1～3 0 0名

【問11】規模に関する意向（従業員数別）

大企業を目指している 中小企業にとどまりたい 特に考えはなし その他

n=1,360

n=626

n=544

n=190

n=1,360

n=304

n=381

n=289

n=391

n=158

（％）

（％）

 ２０３０年代を見据えた企業規模に関する意向では、「中

小企業にとどまりたい」が４７．７％と最も高く、次いで

「特に考えなし」が４２．１％、「大企業を目指してい

る」が６．３％となった。「大企業を目指している」はグ

ローバル型で１１．７％、生活インフラ関連型で

７．４％となった。「中小企業にとどまりたい」は、サプ

ライチェーン型で５０．３％、地域資源型で５０．２％と

なった。

 従業員数別では、「中小企業にとどまりたい」が２１－

３００名で５１．７％、１０１－３００名で５１．１％と

なった。「大企業を目指している」が１０１－３００名で

１１．６％、２１－１００名で７．７％となった。

 「特に考えはなし」は、２０名以下で４８．６％と最も高

く、２１－１００名で３７．９％、１０１－３００名で

３２．６％と４割を切っている。

 「特になし」と回答した企業から、大企業になることが前

提ではない、規模の大きさではなく地域貢献を目指したい

などの声が聞かれ、規模拡大を優先せず、自社らしさや地

域貢献などを軸に経営していきたいという意向がうかがえ

る。

6.3 

11.7 

5.2 

4.5 

7.4 

0.7 

47.7 

48.0 

50.3 

50.2 

47.0 

38.4 

42.1 

35.1 

42.5 

42.0 

42.7 

51.4 

3.9 

5.2 

2.0 

3.3 

2.9 

9.6 

全ての類型

グローバル型

サプライチェーン型

地域資源型

生活インフラ関連型

その他

【問11】規模に関する意向（類型別）

大企業を目指している 中小企業にとどまりたい 特に考えはなし その他
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n=649

２－６ 中小企業にとどまりたい理由

28.4

23.7

17.9

13.1

8.3

5.9

5.9

4.2

2.8

3.2

環境変化に

対応しやすい

経営理念に

適している

経営スピードが

速い

コスト面で適切

人材をマネジメント

しやすい

イノベーティブな

活動ができる

税制・補助金の

メリット

各種制約の回避

増資はコスト高

その他

【問12】中小企業にとどまりたい理由 （複数回答）

（％）

 中小企業にとどまりたい理由として、「環境変化に対応し

やすい」が２８．４％と最も高く、次いで「経営理念に適

している」が２３．７％、「経営スピードが速い」が

１７．９％、「人材をマネジメントしやすい」が８．３％

となった。

 一方、「コスト面で適切」が１３．１％、「税制・補助金

のメリット」が５．９％、「各種制約の回避」が４．２％、

「増資はコスト高」は２．８％といずれも低い結果となっ

た。

 コロナ禍で重視した行動でも「変化への対応・柔軟性」が

７４．７％であり、経営理念・行動指針が「重要な役割を

果たした」が２４．２％、「ある程度の役割を果たした」

が５５．１％であわせると７９．３％と回答していること

からも、不確実性が高い中、変化に対応し、経営理念・行

動指針が浸透しやすい規模として、中小企業を選んでいる

ことがうかがえる。
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３－１ （１）２０３０年代に向けた立地する地域への期待

2.4

6.4

6.5

7.2

9.0

9.1

9.3

9.6

10.2

11.2

14.1

14.3

17.0

17.3

19.5

20.6

21.3

21.9

23.2

25.5

26.9

29.4

29.8

32.6

34.1

35.2

40.6

その他

研究機関の多様性

研究機関の水準の高さ

実証実験のしやすさ

金融機関の多さ

教育機関の多様性

イベントの規模

ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要の大きさ

金融機関の多様性

教育機関の水準の高さ

海外アクセスの良さ

イベントの多様性

公的支援の厚さ

変化に対応した諸規制

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾌﾗの充実

公的支援の幅広さ

人口の多さ

産業規模の大きさ

住環境の良さ

取引先の多様性

産業の多様性

国内アクセスの良さ

人材の多様性

採用のしやすさ

取引先の多さ

人脈構築のしやすさ

情報の得やすさ

【問13】立地する地域への期待 n=1,523（複数回答）

（％）

 ２０３０年代に向けた立地する地域への期待では、「情報

の得やすさ」が４０．６％と最も高く、次いで「人脈構築

のしやすさ」が３５．２％、「取引先の多さ」が

３４．１％、「採用のしやすさ」が３２．６％、「人材の

多様性」が２９．８％、「国内アクセスの良さ」が

２９．４％となった。

 カテゴリー内で規模と多様性を比較すると、人材では「人

材の多様性」が２９．８％、「人口の多さ」が２１．３％

と多様性が８．５ポイント高く、産業では「産業の多様

性」が２６．９％、「産業の大きさ」が２１．９％と

５．０ポイント高く、イベントでは、「イベントの多様

性」が１４．３％、「イベントの規模」が９．３％と

５．０ポイント高くなった。取引先では「取引先の多さ」

が３４．１％、「取引先の多様性」が２５．５％と

８．６ポイント高くなった。

 「情報の得やすさ」、「人脈構築のしやすさ」などの情報

ネットワークの観点や自社にあった人材の「採用のしやす

さ」の観点、変化への対応や自社が新分野に出る際の利点

などから、規模の大きさよりも、企業が多様性を重視して

いる姿勢がうかがえる。
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 ２０３０年代に向けた立地する地域への期待を類型別にみ

ると、グローバル型で「情報の得やすさ」が４５．７％、

「国内からのアクセスの良さ」が４２．１％、「人材の多

様性」が３４．２％と全類型で最も高くなった。サプライ

チェーン型では「取引先の多さ」が４２．５％、地域資源

型では「人脈構築のしやすさ」が３８．１％と全類型で最

も高くなった。生活インフラ関連型では、「情報の得やす

さ」、「人脈構築のしやすさ」に次いで、「住環境の良

さ」が３２．０％、「採用のしやすさ」が３１．７％と

なった。

３－１ （２）２０３０年代に向けた立地する地域への期待

40.6

35.2

34.1

32.6

29.8

情報の得やすさ

人脈構築のしやすさ

取引先の多さ

採用のしやすさ

人材の多様性

【問15】立地する地域への期待 n=1,523（複数回答・上位5項目）

（％）

45.7 

42.1 

37.8 

34.5 

34.2 

情報の得やすさ

国内アクセスの良さ

人脈構築のしやすさ

取引先の多さ

人材の多様性

【問13】グローバル型
n=304

（複数回答・上位5項目）

（％）

42.5 

39.6 

37.5 

33.3 

29.9 

取引先の多さ

情報の得やすさ

採用のしやすさ

人脈構築のしやすさ

取引先の多様性

【問13】サプライチェーン型
n=381（複数回答・上位5項目）

（％）
41.9 

38.1 

33.6 

31.1 

30.8 

情報の得やすさ

人脈構築のしやすさ

人材の多様性

産業の多様性

取引先の多さ

【問13】地域資源型
n=289

（複数回答・上位5項目）

（％）

39.1 

36.1 

32.0 

31.7 

31.7 

情報の得やすさ

人脈構築のしやすさ

住環境の良さ

取引先の多さ

採用のしやすさ

【問13】生活インフラ関連型
n=391（複数回答・上位5項目）

（％）
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３－２ ２０３０年代を見据え企業が東京都、東商に期待する行動

74.7

58.2

44.6

42.9

39.3

32.8

20.1

変化への対応

状況変化の察知

社内外との連携

課題の把握

スピード感

仕事の効率化

挑戦する風土

【問3】コロナ禍で企業が重視した行動

（％）

n=1,523（複数回答・上位7項目）
 企業が東商に期待する行動では、「変化への柔軟な対応」

が５４．３％と最も高く、次いで「会員・地域との接点強

化」が４５．５％、「スピード感」が４５．２％、「新し

い価値の創出」が４０．２％となった。

 東京都に期待する行動として、「変化への柔軟な対応」が

６１．５％と最も高く、次いで「スピード感」が

６１．２％となった。

 コロナ禍により「変化への対応」に直面する企業として、

東商や東京都に対し、同様に「変化への柔軟な対応」への

期待がうかがえる。

61.5

61.2

41.6

35.4

35.0

32.8

32.0

26.4

25.6

22.9

20.4

変化への柔軟な対応

スピード感

状況把握

わかりやすい説明

課題の明確化

新しい価値の創出

地域との接点強化

効率的な運営

協力体制の強化

公平な対応

実行力

東京都に期待する行動 n=1,523（複数回答・上位11項目）

（％）

54.3

45.5

45.2

40.2

33.8

33.5

31.1

26.2

20.4

20.2

変化への柔軟な対応

会員・地域との接点強化

スピード感

新しい価値の創出

状況把握

わかりやすい説明

課題の明確化

協力体制の強化

実行力

挑戦する風土

東商に期待する行動 n=1,523（複数回答・上位11項目）

（％）




